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(百万円未満切捨て)

１．2025年12月期第１四半期の連結業績（2025年１月１日～2025年３月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 1,674 2.4 180 △34.2 182 △33.9 108 △41.6

2024年12月期第１四半期 1,635 10.5 273 30.4 276 29.8 185 27.2
(注) 包括利益 2025年12月期第１四半期 110百万円(△44.5％) 2024年12月期第１四半期 198百万円( 32.6％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年12月期第１四半期 69.31 －

2024年12月期第１四半期 114.33 －

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年12月期第１四半期 6,181 4,390 69.9

2024年12月期 6,205 4,353 69.0
(参考) 自己資本 2025年12月期第１四半期 4,319百万円 2024年12月期 4,283百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年12月期 － － － 30.00 30.00

2025年12月期 －

2025年12月期(予想) － － 30.00 30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年12月期の連結業績予想（2025年１月１日～2025年12月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 6,000 1.7 520 0.2 530 △7.4 380 △12.4 236.79
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 社（社名） 、除外 社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年12月期１Ｑ 1,776,000株 2024年12月期 1,776,000株

② 期末自己株式数 2025年12月期１Ｑ 219,570株 2024年12月期 202,470株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年12月期１Ｑ 1,561,430株 2024年12月期１Ｑ 1,621,330株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.2「１．当四半期決算に関
する定性的情報（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済社会活動の正常化が進む中で、各種政策の効果もあって、

緩やかに回復しているものの、物価の上昇や金融資本市場の変動等の影響による下振れリスクなど、先行き不透明

な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループは、積極的な営業活動に取り組み、技術開発力の強化、経費の削減等諸施

策を展開いたしました結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高16億74百万円（前年同期比2.4％増）、経

常利益１億82百万円（同33.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億８百万円（同41.6％減）となりまし

た。

セグメントの業績を示すと次のとおりです。

鋼製品関連事業の売上高は４億78百万円（前年同期比3.8％増）、営業利益は１億28百万円（前年同期比6.9％

増）となりました。耐火金庫では指紋・静脈認証耐火金庫に次いで最もセキュリティーを強化した虹彩・顔認証

耐火金庫の拡販に努めました。また、操作履歴機能付指紋認証キーボックス等高付加価値製品の販売促進等積極

的な営業展開に努めました結果、販売実績は前年同期を上回りました。

デンタル関連事業の売上高は５億６百万円（前年同期比8.7％減）、営業利益は58百万円（前年同期比39.3％

減）となりました。各種歯科用ユニット等の新規開発及び買替需要に対する営業活動等積極的に展開いたしまし

たが、販売実績は前年同期を下回りました。

書庫ロッカー関連事業の売上高は６億17百万円（前年同期比11.0％増）、営業利益は27百万円（前年同期比

68.6％減）となりました。札幌工場・川島工場の生産性向上、新規顧客の開拓推進等に努めました結果、販売実

績は前年同期を上回りました。

不動産賃貸関連事業の売上高は43百万円（前年同期比8.4％増）、営業利益は37百万円（前年同期比8.3％増）

となりました。

その他の売上高は27百万円（前年同期比21.4％増）、営業利益は７百万円（前年同期比53.0％増）となりまし

た。

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は61億81百万円となり、前連結会計年度末に比べ23百万円減少しました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ、現金及び預金の減少１億37百万円、受取手形及び売掛金の増加86百万

円、電子記録債権の増加44百万円、商品及び製品の増加38百万円、原材料の増加21百万円等により、50百万円増

加しました。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ、機械装置及び運搬具の減少11百万円、退職給付に係る資産の減少60百

万円等により、74百万円減少しました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ、支払手形及び買掛金の減少56百万円、未払金の減少36百万円、流動負

債その他の減少86百万円、未払法人税等の増加53百万円、賞与引当金の増加１億23百万円等により、12百万円減

少しました。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ、繰延税金負債の減少49百万円等により、48百万円減少しました。

純資産は、前連結会計年度末に比べ、利益剰余金の増加61百万円、自己株式の増加24百万円等により、37百万

円増加しました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、2025年２月14日公表の業績予想に変更ありません。なお、業績見通しに変更が生じ

る場合には速やかにお知らせいたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,170,233 1,032,867

受取手形及び売掛金 1,222,412 1,308,941

電子記録債権 105,152 149,365

商品及び製品 95,715 134,420

仕掛品 25,495 18,103

原材料 164,400 185,837

その他 25,562 29,748

貸倒引当金 △838 △838

流動資産合計 2,808,132 2,858,446

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 313,143 309,669

機械装置及び運搬具（純額） 172,079 160,109

土地 1,430,731 1,430,731

その他（純額） 663 389

有形固定資産合計 1,916,617 1,900,899

無形固定資産

ソフトウエア 1,486 1,238

無形固定資産合計 1,486 1,238

投資その他の資産

投資有価証券 215,922 218,657

退職給付に係る資産 1,237,571 1,176,755

敷金及び保証金 24,960 24,960

その他 310 310

投資その他の資産合計 1,478,764 1,420,683

固定資産合計 3,396,868 3,322,821

資産合計 6,205,000 6,181,267
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 606,561 549,788

未払金 182,432 146,228

未払法人税等 77,544 131,362

未払消費税等 85,533 74,839

賞与引当金 61,862 185,588

その他 262,811 176,039

流動負債合計 1,276,746 1,263,846

固定負債

繰延税金負債 483,056 433,464

役員退職慰労引当金 56,310 57,640

その他 35,547 35,547

固定負債合計 574,913 526,651

負債合計 1,851,659 1,790,498

純資産の部

株主資本

資本金 1,090,800 1,090,800

資本剰余金 64,000 64,000

利益剰余金 3,287,054 3,348,069

自己株式 △253,815 △278,555

株主資本合計 4,188,039 4,224,314

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 95,510 95,383

その他の包括利益累計額合計 95,510 95,383

非支配株主持分 69,791 71,071

純資産合計 4,353,340 4,390,769

負債純資産合計 6,205,000 6,181,267
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

売上高 1,635,548 1,674,274

売上原価 1,102,174 1,162,833

売上総利益 533,374 511,440

販売費及び一般管理費 259,538 331,199

営業利益 273,835 180,241

営業外収益

受取利息 0 1

受取配当金 1,904 2,184

その他 710 455

営業外収益合計 2,614 2,641

営業外費用

手形売却損 103 94

営業外費用合計 103 94

経常利益 276,347 182,788

特別損失

固定資産除却損 2,696 737

特別損失合計 2,696 737

税金等調整前四半期純利益 273,650 182,050

法人税、住民税及び事業税 100,348 123,142

法人税等調整額 △13,787 △51,342

法人税等合計 86,560 71,799

四半期純利益 187,090 110,250

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,721 2,029

親会社株主に帰属する四半期純利益 185,369 108,221
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年１月１日
至 2025年３月31日)

四半期純利益 187,090 110,250

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 11,339 △126

その他の包括利益合計 11,339 △126

四半期包括利益 198,430 110,124

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 196,708 108,094

非支配株主に係る四半期包括利益 1,721 2,029
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱いおよび「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期および前連結会計年度については遡及適用後

の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の四半期

連結財務諸表および前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2024年１月１日 至 2024年３月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3

鋼製品

関連事業

デンタル

関連事業

書庫ロッカー

関連事業

不動産賃貸

関連事業
計

売上高

顧客との契約

から生じる収

益

461,209 554,629 556,738 － 1,572,578 22,890 1,595,468 － 1,595,468

その他の収益 － － － 40,080 40,080 － 40,080 － 40,080

外部顧客への

売上高
461,209 554,629 556,738 40,080 1,612,658 22,890 1,635,548 － 1,635,548

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 7,014 828 7,842 － 7,842 △7,842 －

計 461,209 554,629 563,753 40,908 1,620,500 22,890 1,643,391 △7,842 1,635,548

セグメント利

益
120,206 96,655 87,534 34,871 339,267 4,698 343,966 △70,130 273,835

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工具の販売等を行っております。

２ セグメント利益の調整額△70,130千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2025年１月１日 至 2025年３月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3

鋼製品

関連事業

デンタル

関連事業

書庫ロッカー

関連事業

不動産賃貸

関連事業
計

売上高

顧客との契約

から生じる収

益

478,684 506,413 617,941 － 1,603,040 27,794 1,630,834 － 1,630,834

その他の収益 － － － 43,440 43,440 － 43,440 － 43,440

外部顧客への

売上高
478,684 506,413 617,941 43,440 1,646,480 27,794 1,674,274 － 1,674,274

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － 6,556 300 6,856 － 6,856 △6,856 －

計 478,684 506,413 624,498 43,740 1,653,337 27,794 1,681,131 △6,856 1,674,274

セグメント利

益
128,539 58,656 27,516 37,759 252,471 7,187 259,658 △79,417 180,241

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工具の販売等を行っております。

２ セグメント利益の調整額△79,417千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり、報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日

至 2024年３月31日)

当第１四半期連結累計期間

(自 2025年１月１日

至 2025年３月31日)

減価償却費 18,952千円 17,927千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年５月15日

日本アイ・エス・ケイ株式会社

取締役会 御中

監査法人日本橋事務所

東京都中央区

指定社員
公認会計士 森岡 健二

業務執行社員

指定社員
公認会計士 千保 有之

業務執行社員

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている日本アイ・エス・ケイ株式会社の

2025年1月1日から2025年12月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2025年1月1日から

2025年3月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（2025年1月1日から2025年3月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引

所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期

財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が

適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビ

ューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビュ

ーにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に

従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国に

おいて一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を

作成することが適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準

第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
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場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー

の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他

の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要

な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい

て、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４

条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が

認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合

は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して

限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書

日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基

準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入

手する。監査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任が

ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュ

ー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード

を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


